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連　結
海南市全体

第三セクターなど一部事務組合公営企業会計公営事業会計普通会計
・海南市土地開発公社
・㈱まちづくり海南
・（福）海南市社会福祉
事業団
・（福）海南市社会福祉
協議会

・県市町村総合事務組合
・県後期高齢者医療広域
連合

・和歌山地方税回収機構
・海南海草老人福祉施設
事務組合

・海南海草環境衛生施設
組合

・国保野上厚生病院組合
・五色台広域施設組合
・紀の海広域施設組合

・水道事業会計
・病院事業会計
・港湾施設事業
特別会計

・簡易水道事業
特別会計

・国民健康保険
特別会計

・後期高齢者医療
特別会計

・介護保険特別会計

・一般会計
・地域排水処理事業
特別会計

・同和対策住宅資金
貸付事業特別会計

海南市の連結対象会計

貸方借方
連結普通会計連結普通会計

負債（将来世代の負担となる債務）資産
４４４億円３４５億円固定負債１０８８億円８７５億円公共資産

　地方債、退職手当引当金など　道路、学校、公園など

４６億円３４億円流動負債４０億円３８億円投資等
　翌年度償還予定額、賞与引当金など　基金、出資金、貸付金など

６９７億円５６９億円純資産（現在までの世代の負担）５９億円３５億円流動資産

資産から負債を引いた残額のことで、
現在までの世代が負担した正味の財産

４９億円８億円　うち歳計現金
　財政調整基金、未収金など

１１８７億円９４８億円負債および純資産合計１１８７億円９４８億円資産合計

市の連結範囲

　地方公共団体の行政サービスは多様な関係団体によって構成されており、地方公共団体とその関係団体

を連結してひとつの行政サービス主体としてとらえ、公的資金などによって形成された資産の状況、その

財源とされた負債及び純資産の状況、さらには行政サービスに要したコスト、資金収支の状況などを総合

的に明らかにすることを目的に、財務書類を作成しています。本市の連結対象会計は、次のとおりです。

　住民サービスを提供するために保有している財産（資産）と、その資産をどのような財源（負債および純

資産）でまかなってきたかを総括的に表したものです。左側に資産、右側に負債（将来世代の負担）および

純資産（現在までの世代の負担）を表示しています。

財務４表（普通会計・連結ベース）

平成２６年度決算

問 企画財政課（☎４８３ - ８４１０）

　本市の財政状況を市民の皆さんにより詳しく知っていただくため、企業会計的な手法を取り入れた新

地方公会計制度（総務省方式改訂モデル）に基づく財務書類４表(貸借対照表・行政コスト計算書・純資

産変動計算書・資金収支計算書)を公表します。

１.貸借対照表

広報かいなん ● 2016‐411

連結普通会計
５６億円４３億円経常的収支

毎年度継続的に収入、支出され
るもの

△ １７億円△ ７億円公共資産整備収支
資産形成や投資、貸付金などの
収入、支出など

△ ３７億円△ ３３億円投資・財務的収支
地方債、借入金などの収入、支
出など

２億円  ３億円当期収支
４７億円５億円期首資金残高
４９億円８億円期末資金残高

連結普通会計
７０３億円５６６億円期首純資産残高

△ ２８１億円△ １９５億円純経常行政コスト
２７８億円１９５億円財源調達
△ ３億円３億円その他
６９７億円５６９億円期末純資産残高

連結普通会計
７６億円４４億円人にかかるコスト

　人件費、退職手当など
９２億円５６億円物にかかるコスト

物件費、維持補修費、減価償却
費など

２６０億円９８億円移転支出的なコスト
他会計への支出、社会保障給付
など

２０億円４億円その他のコスト
４４８億円２０２億円経常行政コスト
１６７億円７億円経常収益

　使用料、手数料など
２８１億円１９５億円純経常行政コスト

経常行政コストから経常収益を
差し引いた純粋なコスト

備考連結普通会計項目
資産合計／人口２２１万円１７６万円市民１人当たりの資産
負債／人口９１万円７０万円市民１人当たりの負債
経常行政コスト／人口８３万円３８万円市民１人当たりの経常行政コスト

純資産／公共資産６４．１％６５．０％社会資本形成の過去および現役世代の負担率
　公共資産のうち、現在までの世代によりすでに負担された割合

地方債残高／公共資産３８．３％３７．７％社会資本形成の将来世代の負担率
　公共資産のうち、今後の世代により負担される割合

※市民１人当たりの額は、５３,８０６人（平成２６年度末人口）で計算

※地方債残高には、社会資本形成の財源とならない地方債も含まれているため、過去および現世代と将来世代の比率合

計は１００％となりません。

財務書類４表の関係

　貸借対照表の純資産は現在までの世代がす

でに負担した部分ですが、その増減を表した

ものが純資産変動計算書になります。

　純資産変動計算書の純経常行政コストの明

細書が、行政コスト計算書になります。

　資金収支計算書は、貸借対照表に計上され

ている歳計現金の増減を表す明細書です。

　資産形成につながらない人的サービスや給付

サービスなどの行政サービスに伴うコスト、使用

料・手数料などの収入を表しています。

　決算書などでは明らかでなかった減価償却費な

ども計上しています。

　現金の流れを示すもので、収支を性質に応じて

区分して表示することで、どのような活動に資金

を活用したかを表しています。

　市の純資産（資産から負債を差し引いた額）が、ど

のように増減したかを表しています。

　貸借対照表における資産および負債、行政コスト計算書における経常行政コスト(資産形成につなが

らない行政サービスに伴うコスト)を市民１人当たりの額に換算するとともに、道路や学校、公園など

の社会資本形成を表す公共資産の世代間の負担割合を算出しました。

２.行政コスト計算書

４.資金収支計算書

３.純資産変動計算書

市の資産と負担の状況


